
受益者の皆さまへ

　平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、「インベスコ マグナム・ジャパン・バリ
ュー・オープン」は、このたび、第40期の決算を行い
ました。
　当ファンドはわが国の金融商品取引所に上場（これ
に準ずるものを含みます。）されている株式を実質的
な主要投資対象とし、投資信託財産の長期的な成長を
目標に積極的な運用を行いました。
　ここに、当作成対象期間の運用経過等についてご報
告申し上げます。
　今後とも一層のご愛顧を賜りますようお願い申し上
げます。

インベスコ
マグナム・ジャパン・バリュー・オープン

交付運用報告書

第40期

（決算日　2015年９月24日）

作成対象期間（2015年３月21日～2015年９月24日）

東京都港区六本木六丁目10番１号六本木ヒルズ森タワー14階

第40期末（2015年９月24日）
基 準 価 額 10,798円
純 資 産 総 額 241百万円

第40期
騰 落 率 △9.1％
分配金（税込み）合計 0円

（注）	 �騰落率は分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなし
て計算したもので、小数点以下第２位を四捨五入して表示して
おります。

（注）	 �純資産総額の単位未満は切捨てて表示しております。

○�交付運用報告書は、運用報告書に記載すべき事項のう
ち重要なものを記載した書面です。その他の内容につ
いては、運用報告書（全体版）に記載しております。

○�当ファンドは、投資信託約款において運用報告書（全
体版）に記載すべき事項を、電磁的方法によりご提供
する旨を定めております。運用報告書（全体版）は、
インベスコ・アセット・マネジメント株式会社のホー
ムページにて閲覧・ダウンロードいただけます。

○�運用報告書（全体版）は、受益者の方からのご請求に
より交付されます。交付をご請求される方は、販売会
社までお問い合わせください。

＜運用報告書（全体版）の閲覧・ダウンロード方法＞
右記＜お問い合わせ先＞のホームページにアクセスし、

「ファンド一覧」等から運用報告書（全体版）を閲覧およ
びダウンロードすることができます。

<お問い合わせ先>

お問い合わせダイヤル：（03）6447－3100
（受付時間：毎営業日の午前９時から午後５時）

ホームページ　http://www.invesco.co.jp/

追加型投信／国内／株式
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インベスコ マグナム・ジャパン・バリュー・オープン

運用経過
期中の基準価額等の推移

○基準価額の主な変動要因

期　　首：11,884円
期　　末：10,798円	（既払分配金（税込み）：0円）
騰 落 率：	 △9.1％	（分配金再投資ベース）

（注）	� 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンス
を示すものです。

（注）	� 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なり、また、ファンドの購入価額により課税条件も異なりますので、
お客様の損益の状況を示すものではありません。

（注）	� 分配金再投資基準価額は、期首（2015年３月20日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。
（注）	� 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。

（2015年３月21日～2015年９月24日）

［上昇要因］
・�わが国の金融商品取引所上場株式（これに準ずるものを含みます。）を実質的な主要投資対象としてい

るため、総じて良好な国内経済の基礎的条件（ファンダメンタルズ）などを背景とした2015年８月中
旬までの株価上昇が基準価額の上昇要因となりました。

・�割安株指標を用いたスクリーニングにより相対的割安銘柄を絞り込み、ファンダメンタルズ分析、分
散投資等の手法を用いて銘柄を選別した結果、日本電産（電気機器）、大和ハウス工業（建設業）、日
立キャピタル（その他金融業）などの株価が上昇したことが、プラスに寄与しました。

［下落要因］
・�2015年８月中旬以降、不安定な海外情勢に対する警戒感などを受けた株価の下落が基準価額の下落要

因となりました。
・�アステラス製薬（医薬品）、日立製作所（電気機器）、積水化学工業（化学）などの株価が下落したこ

とが、マイナスに影響しました。

純資産総額（右軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）

（百万円）（円）
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インベスコ マグナム・ジャパン・バリュー・オープン

項　　　　　目
当　　期

項　　　目　　　の　　　概　　　要
金　　額 比　　率

（a）信 託 報 酬

（ 投 信 会 社 ）

（ 販 売 会 社 ）

（ 受 託 会 社 ）

円
103

（  47）

（  50）

（    7）

％
0.854

（0.388）

（0.411）

（0.055）

（a）	信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書
面等の作成、基準価額の算出等の対価

購入後の情報提供、運用報告書等各種資料の送付、口座内での
ファンドの管理および事務手続き等の対価

ファンドの財産の保管・管理、投信会社からの指図の実行等の
対価

（b）売 買 委 託 手 数 料

（ 株 　 式 ）

3

（    3）

0.028

（0.028）

（b）	�売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益
権口数

	 ※�売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人
に支払う手数料

（c）そ の 他 費 用

（ 監 査 費 用 ）

（ 印 刷 費 用 ）

7

（    2）

（    5）

0.055
　

（0.015）

（0.040）

（c）	�その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

監査費用は、監査法人に支払うファンドの監査に係る費用

印刷費用は、目論見書や運用報告書等の法定書類の作成・印刷
に要する費用等

合　　　　　計 113 0.937

期中の平均基準価額は、12,098円です。

（注）	 �期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
（注）	各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注）	売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みま

す。
（注）	 �各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数点以

下第４位を四捨五入してあります。

１万口当たりの費用明細 （2015年３月21日～2015年９月24日）
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インベスコ マグナム・ジャパン・バリュー・オープン

純資産総額（右軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）

（百万円）（円）
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2010年９月21日
決算日

2011年９月20日
決算日

2012年９月20日
決算日

2013年９月20日
決算日

2014年９月22日
決算日

2015年９月24日
決算日

基準価額 （円） 6,865 5,736 5,572 9,072 10,216 10,798
期間分配金合計（税込み） （円） ― 0 0 0 0 0
分配金再投資基準価額騰落率 （％） ― △ 16.4 △    2.9 62.8 12.6 5.7
ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）騰落率 （％） ― △ 11.2 △    0.2 61.7 9.2 7.2
純資産総額 （百万円） 330 252 223 327 323 241
（注）	 �上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。
（注）	 �純資産総額の単位未満は切捨てて表示しております。
（注）	 �騰落率は１年前の決算応当日との比較です。
（注）	参考指数はＴＯＰＩＸ（東証株価指数）です。参考指数の詳細は11ページをご参照ください。
（注）	参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しているものです。

最近５年間の基準価額等の推移 （2010年９月21日～2015年９月24日）

（注）	� 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンス
を示すものです。

（注）	� 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なり、また、ファンドの購入価額により課税条件も異なりますので、
お客様の損益の状況を示すものではありません。

（注）	� 分配金再投資基準価額は、2010年９月21日の値が基準価額と同一となるように指数化しております。
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インベスコ マグナム・ジャパン・バリュー・オープン

投資環境 （2015年３月21日～2015年９月24日）

（2015年３月21日～2015年９月24日）当ファンドのポートフォリオ
　主としてインベスコ マグナム・ジャパン・バリュー マザーファンド（以下、マザーファンドといい
ます。）に投資を行い、マザーファンドを通じて、わが国の金融商品取引所上場株式（これに準ずるもの
を含みます。）に投資を行いました。

　マザーファンドでは、割安株指標を用いたスクリーニングにより企業のファンダメンタルズ分析を
ベースに、ボトムアップ・アプローチによるバリュー運用を行いました。ポートフォリオ構築にあたっ
ては、割安株指標を用いたスクリーニングにより相対的割安銘柄を絞り込み、ファンダメンタルズ分
析、分散投資等の手法を用いて銘柄を選別しました。また、株式の組入比率を高位に維持すること（フ
ルインベストメント）を運用の基本方針としており、当期につきましてもほぼフルインベストメントを
維持しました。
　期中の主な買付銘柄としては、中長期的な収益と株価水準から、テンプホールディングス（サービス
業）、セリア（小売業）、アイダエンジニアリング（機械）、福島工業（機械）、鴻池運輸（陸運業）、
ＳＣＳＫ（情報・通信業）を新規に組み入れたほか、大塚商会（情報・通信業）、ケーズホールディング
ス（小売業）などを買い増しました。一方、中長期的な利益成長やバリュエーション面などを考慮し、
大林組（建設業）、アマダホールディングス（機械）、東芝（電気機器）、京セラ（電気機器）、本田技研
工業（輸送用機器）、キヤノン（電気機器）、丸紅（卸売業）などを全売却しました。

　当期の株式市場は、前半につきましては総じて良好な国内経済の基礎的条件（ファンダメンタルズ）
を背景に上昇する展開となりましたが、2015年８月半ば以降は急落する展開となりました。
　当期において、国内景気の回復や企業業績の拡大に対する期待感が広がったことなどから、株式市場
は上昇して始まりました。国内の景況感は①収益構造の改善や原油安を背景とした原材料コストの低下
などによる企業業績の回復、②前①に伴う雇用環境の改善や設備投資意欲の高まり－などから持ち直し
基調となりました。また、訪日外国人による消費の高い伸びが続いたことも国内景気に恩恵をもたらし
ました。こうした中、株式市場では原油安による恩恵が期待される銘柄が選好されたほか、インバウン
ド需要で収益拡大が見込まれる銘柄なども物色され、日経平均株価では一時2000年のＩＴバブル期の高
値を上回る水準となるなど、好調な展開となりました。一方で、コーポレートガバナンス強化を背景と
した資本収益率向上、増配や自社株買いなどの株主還元拡充の動きなども評価されました。
　しかしながら８月半ば以降、中国の景気減速による世界景気への影響が懸念される中、中国人民元切
り下げをきっかけに世界的に金融市場が混乱したことなどを受け、株式市場は大幅な下落に転じまし
た。①米国の利上げ時期をめぐる不透明感、②米国の金融政策の変更が新興国通貨や経済に及ぼす影響、
③原油をはじめとする商品価格の下落－などの不安定な海外要因への懸念が強まったこともマイナスに
影響しました。需給面では、外国人投資家の売り越し基調が続くなど、世界的な株安連鎖への警戒感か
らリスク資産圧縮の動きが加速したことも、株式市場の下落に拍車をかけました。

TOPIX（東証株価指数） △9.7％ 日経平均株価 △10.2％
JASDAQ INDEX △3.4％ 東証マザーズ指数 △13.6％

※株価指数の騰落率は前期末比の数値です。
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インベスコ マグナム・ジャパン・バリュー・オープン

　当期の基準価額騰落率は△9.1％となり、
参考指数であるＴＯＰＩＸの騰落率△9.7％
を上回る結果となりました。

［プラス要因］
・�個別銘柄では、引き続き利益成長が期待

される大和ハウス工業（建設業）、日本電
産（電気機器）やセブン＆アイ・ホール
ディングス（小売業）を参考指数と比較
して高めに組み入れていたことなどが、
プラスに寄与しました。

・�業種別では、国内景気の回復やインバウ
ンド需要の増加などによる好業績期待の
高まった小売業や業績改善期待の高まっ
た建設業を参考指数と比較して高めに組
み入れていたことなどがプラスに寄与し
ました。

［マイナス要因］
・�個別銘柄では、足元の業績下振れが嫌気された日立ハイテクノロジーズ（卸売業）、中国経済減速によ

る収益への悪影響が懸念された安川電機（電気機器）、中国をはじめとする新興国でのインフラ投資減
速が懸念された日立製作所（電気機器）を参考指数と比較して高めに組み入れていたことなどがマイ
ナスに影響しました。

・�業種別では、中国経済減速による収益への悪影響が懸念された機械を参考指数と比較して高めに組み
入れていたこと、内需関連として選好された情報・通信業を参考指数と比較して低めに組み入れてい
たことなどが、マイナスに影響しました。

当ファンドのベンチマークとの差異 （2015年３月21日～2015年９月24日）

（注）	� 基準価額の騰落率は分配金（税込み）込みです。
（注）	� 参考指数は、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）です。参考指数の詳細は11ページ

をご参照ください。

基準価額と参考指数の対比（期別騰落率）

第40期
2015/9/24

（％）
2.0

0.0

－4.0

－2.0

－6.0

－8.0

－12.0

－10.0

基準価額 ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）
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インベスコ マグナム・ジャパン・バリュー・オープン

分配金 （2015年３月21日～2015年９月24日）

　収益分配金につきましては、基準価額水準などを勘案し、当期は見送りとさせて頂きました。収益分
配金に充てなかった収益につきましては、信託財産に留保して元本部分と同一の運用を行います。

（注）	� 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。
（注）	� 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。

項　　　目
第40期

2015年３月21日～　
　2015年９月24日

当期分配金 ―
（対基準価額比率） ―％
当期の収益 ―
当期の収益以外 ―

翌期繰越分配対象額 5,217

（単位：円、１万口当たり、税込み）

今後の運用方針
　主としてマザーファンドへの投資を通じて、わが国の金融商品取引所上場株式（これに準ずるものを
含みます。）に投資を行います。
　マザーファンドでは、割安株指標を用いたスクリーニングにより企業のファンダメンタルズ分析を
ベースに、ボトムアップ・アプローチによるバリュー運用を行います。ポートフォリオ構築にあたって
は、割安株指標を用いたスクリーニングにより相対的割安銘柄を絞り込み、ファンダメンタルズ分析、
分散投資等の手法を用いて銘柄を選別します。
　競争力のあるビジネスモデルからキャッシュを創出する一方、中長期的に資本生産性を上昇させるこ
とのできる企業を厳選し投資していきます。そのためにも、各々の企業のビジネスサイクルの位置や収
益のビジビリティを精査するとともに、当該企業が中長期的に企業価値を高めるための経営戦略やガバ
ナンスの体制を保持しているかどうかを確認していきます。
　運用にあたっては、個別銘柄ごとの成長性、収益力、バランスシートの健全性などを慎重に精査しつ
つ、保有銘柄の入れ替えなどを機動的に行う方針です。また、株式組入比率は高位を維持する方針です。

○分配原資の内訳
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お知らせ

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 インベスコ マグナム・ジャパン・バリュー マザーファンド受益証券を主要投資対象とし、投資信託財産の長
期的な成長を目的に、積極的な運用を行うことを基本とします。

主 要 投 資 対 象

イ ン ベ ス コ
マグナム・ジャパン・
バリュー・オープン

インベスコ マグナム・ジャパン・バリュー マザーファンド受益証券を主要な投資対
象とします。

イ ン ベ ス コ
マグナム・ジャパン・
バリュー マザーファンド

わが国の金融商品取引所に上場（これに準ずるものを含みます。）されている株式を
主要な投資対象とします。

運 用 方 法

・�主として、マザーファンド受益証券への投資を通じて、わが国の金融商品取引所に上場（これに準ずるも
のを含みます。）されている株式の中から、市場と比較して相対的に割安な銘柄でポートフォリオを構成し
ます。
・�ＰＥＲ（株価収益率）、ＰＢＲ（株価純資産倍率）、ＰＣＦＲ（株価キャッシュ・フロー倍率）の３つの割
安株指標を用いたスクリーニングにより相対的割安銘柄を絞り込み、ファンダメンタルズ分析、分散投資
等の手法を用いて銘柄を選別します。
・�マクロ環境をも含めた個別銘柄のファンダメンタルズ分析に基づき、相対的割安度が解消される可能性の
ある銘柄に投資します。
・�割安度に応じた売却基準を設定しています。相対的割安度が解消された銘柄は、売却の対象となり、ポー
トフォリオの相対的割安度を維持します。
・�ファンドは５つの割安概念（成長型、シクリカル型、ビジネスモデル変更型、超割安型、個別注目型）を
基に、異なる特性を有する相対的割安銘柄への分散投資を心がけ、様々な相場環境に対応出来ることを目
指します。

分 配 方 針
原則として年２回の毎決算時（３、９月の各20日、該当日が休業日の場合は翌営業日）に、委託会社が基準
価額水準等を勘案し、分配金額を決定します。ただし、分配対象額が少額の場合は、分配を行わないことが
あります。

当ファンドの概要

　該当事項はございません。
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インベスコ マグナム・ジャパン・バリュー・オープン

（参考情報）

○当ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較
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ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 新興国債先進国債

（2010年９月末～2015年８月末）

最小値最大値 平均値

（％）

最小値（当ファンド）最大値（当ファンド）

（注）	� すべての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。
（注）	� 2010年９月から2015年８月の５年間の各月末における直近１年間の騰落率の平均値・最大値・最小値を表示したものです。
（注）	� 上記の騰落率は決算日に対応した数値とは異なります。
（注）	� 当ファンドは分配金再投資基準価額の騰落率です。

（単位：％）

ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債
平均値 11.7 15.5 20.5 10.3 2.3 9.6 8.3
最大値 62.9 65.0 65.7 47.4 4.5 34.9 43.7
最小値 －23.3 －17.0 －13.6 －22.8 0.4 －12.7 －10.1

※各指数についての説明は、P11の「代表的な資産クラスとの騰落率の比較に用いた指数について」をご参照ください。

（注）海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。

《各資産クラスの指数》
日 本 株：TOPIX（東証株価指数）（配当込み）
先進国株：MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円ベース）
新興国株：MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
日本国債：NOMURA － BPI国債
先進国債：シティ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債：JPモルガンGBI － EMグローバル・ダイバーシファイド（円ベース）
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○組入上位ファンド

○資産別配分 ○国別配分 ○通貨別配分

銘　柄　名 第40期末
％

インベスコ マグナム・ジャパン・バリュー マザーファンド 101.1
組入銘柄数 1銘柄

項　　　　　目
第40期末

2015年９月24日
純資産総額 241,502,272円
受益権総口数 223,645,225口
１万口当たり基準価額 10,798円

（注）組入比率は純資産総額に対する割合です。
（注）組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。

（注）比率は純資産総額に対する割合です。
（注）国別配分につきましては発行体の国籍（所在国）などを表示しております。

＊期中における追加設定元本額は7,183,972円、同解約元本額は70,106,751円です。

親投資信託受益証券
101.1％

円
101.1％

日本
101.1％

当ファンドのデータ
組入資産の内容

純資産等

（2015年９月24日現在）
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組入上位ファンドの概要
インベスコ マグナム・ジャパン・バリュー マザーファンド

銘柄名 業種／種別等 通貨 国（地域） 比率
％

1 セブン＆アイ・ホールディングス 小売業 円 日本 5.0 
2 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 円 日本 4.7 
3 トヨタ自動車 輸送用機器 円 日本 3.8 
4 大和ハウス工業 建設業 円 日本 3.3 
5 アステラス製薬 医薬品 円 日本 3.3 
6 積水化学工業 化学 円 日本 3.0 
7 日本電産 電気機器 円 日本 3.0 
8 オリックス その他金融業 円 日本 2.9 
9 ダイセル 化学 円 日本 2.9 
10 リゾートトラスト サービス業 円 日本 2.8 

組入銘柄数 48銘柄

（2015年９月24日現在）

【基準価額の推移】

【組入上位10銘柄】

（注）	比率は純資産総額に対する割合です。
（注）	 �組入銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）	 �国（地域）につきましては発行体の国籍（所在国）などを表示しております。

（2014年９月23日～2015年９月24日）
【１万口当たりの費用明細】

（注）	上記項目の概要につきましては運用報告書（全体版）をご参照く
ださい。

（注）	 �各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注）	 �各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含

む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごと
に小数点以下第４位を四捨五入してあります。

【資産別配分】 【国別配分】 【通貨別配分】

国内株式
96.7％

その他
3.3％

（注）	 �比率は純資産総額に対する割合です。
（注）	国別配分につきましては発行体の国籍（所在国）などを表示しております。
（注）	その他には現金等を含む場合があります。
※当マザーファンドの計算期間における運用経過の説明は運用報告書（全体版）をご参照ください。

円
96.7％

その他
3.3％

日本
96.7％

その他
3.3％

（円）

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

2014/10 2014/12 2015/2 2015/4 2015/6 2015/8

（2014年９月23日～2015年９月24日）

項　　　目 当　期
金　額 比　率

（a）売 買 委 託 手 数 料
（株 式）

9
（9
円
）

0.051
（0.051

％
）

合　　　計 9 0.051
期中の平均基準価額は、18,104円です。
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○TOPIX（東証株価指数）（配当込み）
　�TOPIXは、東京証券取引所第一部に上場している内国普通株式全銘柄の株価を対象として算出した指数です。

TOPIXは、東京証券取引所の知的財産であり、この指数の算出、数値の公表、利用など同指数に関するすべての
権利は、東京証券取引所が有しています。東京証券取引所は、TOPIXの算出もしくは公表の方法の変更、TOPIX
の算出もしくは公表の停止またはTOPIXの商標の変更もしくは使用の停止を行う権利を有しています。

○MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円ベース）
　�MSCIコクサイ・インデックスは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、日本を除く世界の先進国で構成されていま

す。また、MSCIコクサイ・インデックスに対する著作権及びその他の知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。

○MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
　�MSCIエマージング・マーケット・インデックスは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、世界の新興国で構成され

ています。また、MSCIエマージング・マーケット・インデックスに対する著作権及びその他の知的財産権はすべ
てMSCI Inc.に帰属します。なお、円ベース指数については、委託会社がMSCIエマージング・マーケット・イン
デックス（配当込み、米ドルベース）に、当日の米ドル為替レート（WM／ロイター値）を乗じて算出しています。

○NOMURA － BPI国債
　�NOMURA － BPI国債は、野村證券株式会社が発表している日本の国債市場の動向を的確に表すために開発され

た投資収益指数です。なお、NOMURA － BPI国債に関する著作権、商標権、知的財産権その他一切の権利は、
野村證券株式会社に帰属します。

○シティ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
　�シティ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）は、Citigroup Index LLCが開発した日本を除く世界主要国

の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した指数で、著作権、商標権、知的財産権、その他一切の権
利は、Citigroup Index LLCに帰属します。

○JPモルガンGBI － EMグローバル・ダイバーシファイド（円ベース）
　�JPモルガンGBI － EMグローバル・ダイバーシファイドは、 現地通貨建てのエマージング債市場の代表的なイン

デックスです。円ベース指数については、委託会社がJPモルガンGBI － EMグローバル・ダイバーシファイド（米
ドルベース）に、当日の米ドル為替レート（WM／ロイター値）を乗じて算出しています。

　�本指数は、信頼性が高いとみなす情報に基づき作成していますが、J.P. Morganはその完全性・正確性を保証する
ものではありません。本指数は許諾を受けて使用しています。J.P. Morganからの書面による事前承認なしに本指
数を複製・使用・頒布することは認められていません。Copyright 2015, J.P. Morgan Chase & Co.  All rights 
reserved.

＜代表的な資産クラスとの騰落率の比較に用いた指数について＞

　�当ファンドはベンチマークを定めていないため、参考指数としてTOPIX（東証株価指数）を掲載しています。
TOPIX（東証株価指数）は、東京証券取引所第一部に上場している内国株全銘柄を対象として算出した指数で、
当該指数に関する知的財産権、当該指数の算出、数値の公表、利用など当該指数に関する権利は同証券取引所が
所有しています。

＜当ファンドの参考指数について＞

010_3750453632711.indd   11 2015/11/12   19:48:23


